
大阪産業大学産業研究所所報第７号

＜論題＞

｢福利制度担当者」の職務について

－雇用部成立前史に関する－試論一

TheFunctionsoftheSocialorWelfareSecretaries

伊藤健市

Ken-ichilto

1．はじめに

2．福利制度の発展と「福利制度担当者」の登場

3．「福利制度担当者」の職務

4．「福利制度担当者」の地位

5．むすびにかえて

１．はじめに

アメリカにおける労務管理の形成・成立とその史的発展を考察する場合，労務管理をどのようなも

のとして理解するかによって，形成・成立時期の確定が異なり，史的発展を考察する視座も違ったも

のとなるのは当然のことである。

筆者は，労務管理を，生産過程内だけでなく生産過程外においても労働力の有効的利用をはかる資

本の側からの従業員対策の総体，と理解していろ。

この理解にそって，筆者は，アメリカにおける労務管理形成・成立のメルクマールを，「雇用部

（EmploymentDepartment)」に代表されるスタッフ部門が企業の管理組織に登場し，そこに専門家
（１）

としての「雇用管理者（EmploymentManager)」がみられ，企業内の様々な労務問題}こ対処し始め

た点に置き，その時期を1910年代とする。この「雇用部」に代表されるスタッフ部門には，当時の主

要な労務問題に関する，それまでは資本家自身や経営者もしくは現場の監督者によってなされていた

職務が集権化され，このスタッフ部門独自の機能として，生産・販売・財務管理といった他の管理部

門から「自立化」し，「専門化」していた。つまり，労務問題一多くは労働力の有効的利用の障害と

なるものであった－への対処が，一つの管理部門を通してなされ始めたのである。

しかし，「雇用部」や「雇用管理者」の出現は，1910年代になって突然生じたものではなかった。

Ｗ､Ｌフレンチ（WendellLFrench）はこの点に関して，1900～20年の間に，「多くの専門家が，

雇用・福祉・賃率設定・安全・訓練・健康といった問題について援助するため，多くの企業に登場し
（２）（３）

ﾌﾟこ」とし，「これらの専門家は，現代の人事部の先駆であった」としていろ。フレンチは，ここＩこい

う「専門家」として，雇用代理人（employmentagents)，賃金および年金管理者（ｗａｇｅａｎｄｐｅｎ‐

sionadministrator)，安全専門家と嘱託医（safetyspecialistsandcompanyphysicians)，訓練専門

＊昭和59年３月30日原稿受理

1）大阪産業大学経営学部

(1)ここで「雇用部」とか「雇用管理者」というように，かぎカッコ付きで使用しているのは，それが一般的な

名称を示しているからであって，各企業ではそれぞれ様々な呼び方がなされていた。

(2)ＷＬ、French，Ｔ/iePcrso""ｅＪＭｚ刀age77ze"#Process，５ｔｈｅｄ.，HoughtonMifflinCompany，1982,ｐ､28.

(3)Ｉ６ｉｄ.，ｐ､28.
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（４）

家（trainingspecialists）と並んで「福禾U制度担当者（socialorwelfaresecretaries)」をあげていろ。

この「福利制度担当者」については，Ｈエイルバート（HenryEilbirt）も，「1900年に，『福利制度
（５）

担当者』と呼ばれていﾌﾟこ経営上の補助者は，近代人事管理者の未発達な先駆者であった」と述べてい

ろ。

そこで，この小論では，この「福利制度担当者」の果たしていた職務－その名称が示すように，企

業内福利厚生制度（以下，福利制度と略する）の管理が，その主たる職務であったが，のちにみるよ

うに様々な職務も果たしていた－を考察し，その企業の管理組織に占める位置をみた上で，その果た

していた職務が，「雇用管理者」にとってかわられる要因をみてゆきたい。

2．福利制度と「福利制度担当者」の登場

「福利制度担当者」登場の背景は，福利制度それ自体の発生・発展と大いに関連している。そこ

で，まず初めに，アメリカにおける福利制度の発展を簡単に跡付けておきたい。なお，ここでは，

「福利制度担当者」の登場との関連で福利制度の発展を考察するため，福利制度それ自体の発生・発
（６）

展をもﾌﾟこらした要因の分析は，別の機会に譲りたい。

アメリカにおける福利制度の展開は，その端初的形態が，１９世紀前半におけるニューイングランド

地方－特に，ローウェル（Lowell）とその周辺の諸都市を中心とする－の綿工業地帯にみられたこと
（７）

から，それをもって始まるとしてよいであろう。しかし，これは，－地方lこ限定されたものであり，

アメリカにおける福利制度の全般的な展開は，１９世紀後半に鉄道業や鉱業（特に石炭業）において広

範にみられた，様々な給付活動をＩ半なった，今日言うところの「付加的給付（fringebenefits)」－た

だ，当時にあっても，今日みられるような形態，つまり，労働組合との協議でこういった「付加的給

付」が提供されていたものもあり，厳密な意味では福利制度と呼べないものもいくつかあったが，そ

の多くは企業の任意支出の形態をとっていた－の出現以降とみなされる。

鉄道業においては，1880年５月１日に，パルチモア＝オハイオ鉄道（BaltimoreandOhioRailroad
（８）

Company）が，強制ｶﾛ入の救済活動（reliefwork）を始め，1886年の初頭よりペンシノレベニア鉄道

会社（PennsylvaniaRailroadCompany）が，自発的加入の救済部門~これには，①Pennsylvania

Railroad（lineseastofPittsburghandErie)，②NorthernCentral,③WestJersey,④Philadel‐

phia,WilmingtonandBaltimore，⑤CamdenandAtlanticの５つの鉄道会社も含まれていろ－を
（９）

設け，その活動を始めていた。この２つの活動のうち，力i者は，従業員の共済組合（TheBaltimore

andOhioEmployes，ReliefAssociation）として活動していたが，後者は，会社の正規の部門（Penn‐

sylvaniaRailroadVoluntaryReliefDepartment）として活動していた。その後，この両鉄道会社に

ならって，例えば1889年にはシカゴーバーリントンークインシー鉄道会社（Chicago,Burlingtonand

QuincyRailroadCompany）が，1888年にはリーディング鉄道会社（ReadingCompany）が，それ
（１０

ぞれ救済活動を始めていﾒﾆ。

(4)Ｉ〃.,ｐｐ､28-9．「福利制度担当者」は，welfareworkers,welfareagentsとも呼ばれていた。

(5)HenryEilbirt，“TheDevelopmentofPersonnelManagementintheUnitedStates,'，Ｂ"sﾉﾌﾞzcss

HisZoryRcUiem,ＶｏＬＸＸＸｍ（Autumn，1959)，ｐ､３５０．

(6)さしあたり，拙稿「企業内福利厚生制度の形成」（今井俊一編『現代企業管理論』ミネヴァ書房，1981年

所収）を参照されたい。

(7)この点については，次の拙稿を参照されたい。「アメリカ産業資本成立期における福利施設の－考察一
1810～50年代の綿工業を中心として－」同志社大学大学院『商学論集』第14号，1979年９月20日。

(8)ＥｍｏｒｙＲ・Johnson，“RailwayDepartmentsfortheReliefandlnsuranceofEmployee,，，Ａ""αＪｓ

ｑ/・オルＡｍｅｒｉｃａ〃Ａｃａｄｅｍｙｑ/・ＰＣ/"ｊｃａ／α"αＳｏｃｉａノＳｃｉｅ"Ce,Vol､６，（Nov.，1895)，ｐ､429.
(9)I6i`.，ｐ､431.

⑩１６/d､，ｐｐ､432-3.
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これらの鉄道会社の救済活動は，

疾病・傷害・死亡給付を中心に，
DeathBenefits・

年金・退職金の支ﾎﾞ合にまで及んで

第１表

Disablementbenefits，

perday，notincluding
Sundaysandlegal
holidays．

Monthy

Payments．

いた。第１表はパルチモア＝オハ

イオ鉄道の，第２表はペンシルベ

ニア鉄道の，それぞれの傷害・死

亡給付を示したものである。

鉱業においても，鉄道業同様，

早くから救済活動がおこなわれて

いた。ここでは，鉱業の中でも，

瀝青炭業における救済活動を中心

にみておきたい。
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は，1877年５月１日に，はやくも給付基金（BeneficialFund）を設置し，鉱夫から拠出金をその職

務に応じて徴収し，彼らにたいし死亡・傷害給付金を支払っていた。その総計は，1877年５月１日か

ら1902年12月31日までで， 第２表

Death

benefits
1,924,286ドルに達してい

（11）

ﾅこ゜その他，デラウェア＝

ラカワナ＝ウエスタン鉄道

会社(Delaware,Lackawa‐

nna＆WesternRailroad）

Disablementbenefitsperdiem．

あ
②
『
曰
Ｑ
②
囚
①
く
一
彦

Ｆｏｒｓｉｃｋｎｅｓｓｏｒａｃｃｉｄｅｎｔ

ｗｈｉｌｅｏｆｆｄｕｔｙ．
Ｆｏｒａｃｃｉｄｅｎｔｗｈｉｌｅ

ｏｎｄｕｔｙ．

［
唇
。
〔
■
｛
×
ロ
】
邑

圦
消
ロ
ロ
石
出
。

Thereafter

until

recovery． 窯ii蝋ffjilTh蔭嚇哉⑪
First52

weeks．

の石炭部門では，従業員とFirst、

その家族に対して，医療がＳｅｃｏｎｄ

現物給付の形で与えられてThird
⑫

いﾒﾆ。また，1887年には，Fourth
デラウェア＝ハドソン会FiIth．

⑪
』
｛
則
。
］
①
ロ
ー
Ｕ
①
己

易
甸
［
■
岳
ロ
ロ
ロ
ロ
出
Ｃ
ｕ
①
畠

拐
甸
己
局
ニ
リ
コ
の
渦
ｏ

１
Ｉ
－
Ｉ
０
Ｉ
Ｉ
Ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
０
Ｉ
Ｉ
Ｊ

〈
Ｕ
ｎ
Ｕ
ｎ
Ｖ
ｎ
ｖ
ｎ
Ｕ

ｏ
』
４
段
〈
ｂ
Ｒ
Ｕ
ｎ
Ｕ勺
上

の
⑩

＄５０

１００

１５０

２００

２５０

＄２５

５０

７５

１００

１２５

＄４０

８０

１２０

１６０

２００

＄２５０ ＄５００

500 1000

750 1500

20001000

1250 2500

社（Delaware＆Hudson（出所）第１表に同じ。ｐ､437．

Company）に，労使折半の費用負担に基づく，自発的な給付制度が設置され，死亡・労働不能給付金

が支払われていた。その他にも，LehighCoal＆NavigationCompanyやＧＢＭａｒｋｌｅ＆Company

などで，死亡･傷害･医療給付がみられた。これらの諸制度は，Ｒ・ギンガー（RayGinger）が，「1900

年以前の諸制度設置のイニシアティブは，会社がとり，その制度の管理に対する有効なコントロール
０，

'よ，すべての事例において，会社によって握られているようであった」と述べているように，会社指

導のもとに実施されていたようである。

以上のような，鉄道業や鉱業（特に，後者の場合にその傾向が著しいのであるが）にみられた福利

制度は，その産業の立地条件が一定地域一つまり，大都市から遠く離れた，何らの社会的施設（病院

など）が完備していないところ－に限定されていることに示されろ，特殊な条件を考慮しなければな

(11）RayGinger，“Company-SponsoredWelfarePlansintheAnthracitelndustrybeforel900,,,

Ｂ２此物ｑ/・ｒｈ２Ｂ"s伽ｓｓＨﾊｵor/cα／SocjIe'y,ＶｏＬ２７,No.２，（June,1953)，ｐ､113.

⑫Ｉ６ｉｄ，Ｐ､114．

(18）I6id.，Ｐ､117.
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らない。しかし，先の綿工業の場合と異なり，１９世紀後半期における鉄道業や鉱業は，当時のアメリ

カにおける大企業の多くがみられた産業であり，事業所も各地に存在していたことなどから，綿工業

よりも福利制度の発展にたいしより一層大きな刺激を与えたことはまちがいない。この両産業にみ

られた福利制度は，上述のような諸給付が中心であったとはいえ，その他にも「会社町（company

town)」に示されるような諸施策（それには，病院・市場・公園・住宅などが含まれていろ）も実施

していた。
⑭

こういった給付活動を中心とし７こ福利制度の発展とは別に，１９世紀末には，特定の企業家~その多

くは，博愛主義者とか慈善事業家といった評価を受けていた－が実施していた福利制度が多くみられ

始めた。その代表的な企業家のなかには，Ｇ､Ｍ・プルマン（GeorgeM・Pullman)，Ｎ､Ｏ・ネルソン

（NelsonOlsenNelson),Ｅ､Ａ・フィーレン（EdwardAFilene）－このフィーレンをレーニンが

次のように言っていろ。「2,500人の従業員をもつ大商社の社主である，ぬけ目のないフィーレナ氏

（ＥＡ・フィーレンのこと－注，伊藤）は，利潤参加権等々をもつ『民主的』組織にその従業員を

『組織した』のである，自分の従業員をどうにもならない間抜けどもと考えながら，ミスター・ブイ
●●●●●

－レナは，彼らが満足しきって，『父なる恩人』にかぎ|)なく感謝しているものと確信している……
⑬

（傍点，伊藤）。」－，Ｈ､Ｓ・デニソン（ＨｅｎｒｙＳ・Dennison),Ｊ､Ｈ・パターソン（JohnH・Patterson）

らがいた。

これらの企業家が，それぞれの企業に各種の福利制度を設置すると同時に，そのような制度の存在

を他の企業に知らしめる目的をもって，1904年に全国市民連盟(NationalCivicFederation)内に「福

利部（WelfareDepartment)」が設置され，この機関を通して福利制度に関する情報が提供されてい

た。この「福利部」には，フィーレン，ネルソン，パターソンといった上記の企業家のほかに，ＧＥ社

（GeneralElectricCompany)，ウェスティングハウス社（WestinghouseElectric＆Manufacturing

Company)，スチュードベーカー社（StudebakerCompany)，ナショナル＝ビスケット社（National

BiscuitCompany)，アメリカ蒸気汽関車会社（AmericanLocomotive)，ＨＪ・ヘインツ社（HJHeinz

Company)，インターナショナル＝ハーベスター社（InternationalHarvester)，Ｒ､Ｈ・マーシー社（Ｒ

ＨＭａｃｙａｎｄＣｏｍｐａｎｙ）といった当時の大企業の代表も含まれていた。この全国市民連盟の積極的

な普及活動の結果，「福利部」設置当初，そこに加入していた企業数125社が，２年後には250社に
⑮

なり，1911年まで|こ500社のアメリカにおける指導的な企業が加入していた。その後，1914年までに，
⑰

2500社|このぼろ企業が何らかの形で福利制度をもっていたことが，全国市民連盟に報告されていた。
⑱

第３表は，1915年に出版された書物lこおいて，福利制度をもつ重要な企業として取り上げられてい
⑲

た企業をもとに，1913年Iこ調査報告が出されたＥ､Ｌオーティ（ElizabethL、Otey）の調査と1909年
剛

に出版された書物に福利制度が紹介されていた企業を力Ⅱえ，Ｄ・ネルソン（DanielNelson）による
⑪

評価を加味して作成したものである。この表からもわかるよう|こ，当時すでに多くの企業において福

⑭ここで使っていろ「企業家」は，個人企業に典型的にみられろ，出資・支配・経営という三機能をもつ

人格をさしていろ。

⑮Ｖ・Ｉ、レーニン「先進的資本の思想」『レーニン全集」第19巻，大月書店，284ページ。

⑬Ｍ・Green，ＴルノVαﾉﾉo刀α／CizﾉﾉcEcdcraZio刀α刀ｄＺｈｃＡ７７ｚｃｒ/cα〃La6orMoue77ze"tZ900-Z925，Catholic

UniversityofAmericaPress，1956,ｐ,270.

⑰ＥＢｅｒｋｏｗｉｔｚａｎｄＫ・McQuaid，Ｃｒｃａｔｉ"ｇＺ此WeJルノ･estα/c,PraegerPublishers，1980,ｐ､20．

(18リＣ､Ｒ・Henderson，CiZizc7zsf〃Ｉ"。"sZry，Ｐ・AppletonandCompany，1915,ｐｐ､316-323.

⑲ＥＬＯｔｅｙ,Ｅ〃ﾉoyers’１ﾉＭ/tzreWbrA，USBureauofLaborStatistics,BulletinNo.123（Ｍａｙ15,

1913)．

(２０Ｗ.Ｈ・Tolman，ＳｏｃｉａノE7zg/刀ccγ/"９，McGrawPublishingCompany，1909.

,】)DanielNelson，Ｍα"αg`ｒｓα"dWorA`rs,UniversityofWisconsinPress,1975,ｐ・'16.小林・塩見監訳

『２０世紀新工場制度の成立』広文社，1978年，224～5ページ。
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第３表

カリフォルニア州

（California）

コロラド州

（Colorado）

oBroadwayDepartmentStore
oHaleBros・

oColoradoFuel＆ＩｒｏｎＣｑ

ｏＤａｎｉｅｌｓ＆FisherStoresCo・

ｏＤｅｎｖｅｒＣｉｔｙＴｒａｍｗａｙＣｑ

ＤｅｎｖｅｒＧａｓ＆ElectricLightCo．

。Ａ・ＴＬｅｗｉｓ＆ＳｏｎＤｒｙＧｏｏｄｓＣｏ、

Ｙａｌｅ＆TownManufacturingCo．

1896

1903

1892

1864

1888

※

1902

コネティカット州

（Connecicut）

デラウェア州

（Delaware）

イリノイ州

（Illinois）

こ{

1889※゜JosephBancroft＆ＳｏｎｓＣｏ．

Ａｒｍｏｒ＆ＣＯ・

CentralTelephoneExchange

△ChicagoTelephoneCo．

△CommonwealthEdisonCo・

CraneElevatorCo・

Deere＆ＣＯ・

ElginWatchCo．

』.Ｖ・Farｗｅｌｌ＆ＣＯ．

。FirstNationalBankoIChicago

Hart，Shaffner＆Ｍａｒｘ

・IllinoisCentralRailroadCo・

oIllinoisSteelWorks

※△oInternationalHarvesterCo．

Ｂ・Kuppenheimr＆ＣＯ・

Libby，ＭｃＮｅｉｌ＆Libby

oMajesticCoal＆ＣｏｋｅＣｏ．

△ｏＭａｒshallField＆ＣＯ・

oMetropolitanTrust＆SavingBank

MontogomeryWard＆ＣＯ・
ＰｕｌｌｍａｎＰａｌａｃｅＣａｒＣｏ・

ＲａｎｄＭｃＮａｌｌｙ＆ＣＯ．

※oRemingtonTypewriterCo、

ＲｉｃｈｉｅＰａｐｅｒＢｏｘＣｏ．

△Sears,Roebuck＆ＣＯ・

oSouthernPacificRailroadCo．

※△WesternElectricCo・

oDodgeManufacturingCo．

。Ｔ．Ｂ．LaycockManufacturingCo．

※oUnitedStatesSteelCo．

。Ｓ,Ｄ・Warren＆ＣＯ．

1863

1851

1889

1902

1904

1901

1892

1873

1884

インディアナ州

（Indiana）

1878

1890

1901

1854メイン州

（Maine）

メリーランド州

（Maryland）

ConsolidatedGas，ElectricＬｉｇｈｔ＆ＰｏｗｅｒＣｏ．

。MarylandSteelCo・

ｏＲｅｉｎｌｅＳａｌｍｏｎＣｏ．

※oAmericanWalthamWatchCo．

※△AmericanWoolenCo・
oBourneMills

oBostonElevatｅｄＲｙ，ＣＯ・

ＢｒｏｗｎＣｏｔｔｏｎＭｉｌｌｓ

ｏＷ.Ｌ・ＤｏｕｇｌａｓＳｈｏｅＣｏ．

1902

1854マサチューセッツ州

（Massachusetts）

1881

1852

1902

－８５－



1896

1886

ｏＤｒａｐｅｒＣｏｍｐａｎｙ

△EdisonElectricIlluminatingCo･

oFitchburg＆LeominsterStreetRy，ＣＯ･

ForbesLithographCo．

※△GeneralElectricCo・
Glenda1eElasticFabricCo．

△Lowney，sChocolateCo・

oLudlowManufacturingAssociates
MilfordShoeCo．

△NewEnglandTelephone＆TelegraphCo．

1863

1848

1889

※oPlymouthCordageCo・
oRiversidePress

SimplexElectricａｌＣｏ．

※△゜ＴｈｏｍａｓＧＰｌａｎｔＣｏ．

※△oUnitedShoeMachineryCo．

△・Walker＆PrattManufacturingCo．

△oWilliamFilene'ｓＳｏｎｓＣｏ・

ｏＡｃｍｅＷｈｉｔｅＬｅａｄＣｏｌｏｒＷｏｒｋｓ

ＡｎｄｅｒｓonElectricCarCo・

BurroughsAddingMachineCo・
CIevelandCliffsIronCo、

FordAutomobileCo・

ｏＡｍｅｓＳｈｏｖｅｌ＆ＴｏｏｌＣｏ、

ｏＧｅｏｒｇｅＢＰｅｃｋＤｒｙＧｏｏｄｓＣｏ･

ＯＮ.Ｏ・NelsonManufacturingCo・

oAdolphRaudnitzCo・
ｏＡｍｅｒｉｃａｎＳｗｉｓｓＦｉｌｅ＆ＴｏｏｌＣｏ、

oCarter，Ｈｏｗｅ＆ＣＯ・

oCliftonSilkMills

oDriber-HarrisWireCo、

oFerrisBros・ＣＯ･

oGibsonIronWorksCo．

。Ｃ・ＨｏｗａｒｄＨｕｎｔＰｅｎＣｏ･

Howlandcroft＆ＳｏｎｓＣｏ・

HygienｉｃＣｈｅｍｉｃａｌＣｏ・

oJohnMaddock＆Sons・

oKeystoneLeatherCo，

oKeulfle＆EsserCo、

ｏＬｕｄｌｕｍＳｔｅｅｌ＆ＳｐｒｉｎｇＣｏ、
oNationalSawCo．

。ＮｅｗＹｏｒｋＳｗｉｔｃｈ＆CrossingCo．

。Ｈ､Ｓ・PetersCo・

oRoeblingCo・

ｏＳａｍｕｅｌＬ､Ｍｏｏｎ＆ＳｏｎｓCorporation・

ｏＳａｙｒｅ＆ＦｉｓｈｅｒＣｏ・

oStandardBleacheryCo・

ｏＴｉｄｅＷａｔｅｒＯｉｌＣｏ．

。valentine＆BentｌｙＳｉｌｋＣｏ．

※oWestonElectricallnstrumentCo．
。Ｒ,Ｄ・Ｗｏｏｄ＆ＣＯ．

Ｒ､ＳＷｏｏｄ＆ＣＯ、

Americanlron＆SteedInst．

△BIoomingdaleBros、
oBrewster＆ＣＯ、

oBriarcliffFarms

1824

1849

1895

1899

1877

1851

1884ミシガン州

(Michigan）

モンタナ州

（Montana）

川
棚
柵
伽
棚
肌
伽
棚

１
１
１
１
１
１
１
１

ニュージャージー州

（NewJersey）

1881

1901

脇
脇
師
酬
棚
捌
肌
肺
蜥
卿
肺
棚
川
棚
柵

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

ニューヨーク州

（NewYork）
1856

1907

－８６－



ｏＢｒｏｏｋｌｙｎＤａｉｌｙＥａｇｌｅ

ｏＥＮ・ＢｕｒｔＣｏ･

ConsolidatedGasCompany

oJ.Ｂ＆Ｊ､Ｍ，CornellCo・

EdisonElectricllluminatingCo．

※△GeneralElectricCo．

△Greenhut-Siegel-CooperCo．
△HotelAstor

△oInterboroughRapidTransitCo・

oIronCladManufacturingCo・

ｏＪｏｈｎＧＭｙｅｒｓＣｏ．

。Ｊ,RKeiser，Inc．

△。Ｒ､Ｈ・Ｍａｃｙ＆ＣＯ・

oMcNuttNon-explosiveManufacturingCo．

△oMetropolitanLifelnsuranceCo．

△oNationalBiscuitCo．

※゜NaturalFoodCo・

ｏＮｅｗＹｏｒｋＥｄｉｓｏｎＣｏ．

△NewYorkEveningPost

△NewYorkTelephoneCo・

NiagaraDevelopmentCo．

△oNiagaraFallsPowerCo・

oPilgrimSteamLaundryCo．

。Roycrofters

oSaugertiesManufacturingCo．

△ShreddedWheatCo．

※△・SolvayProcessCo・

SuitandSkirtlndustry

oL.Ｅ・WatermonCo・

oWerlinQuadrantDavit

※。Ｊ､Ｈ・Williams＆ＣＯ．

※AmericanRollingMillsCo．
。Ａ､Ｂ・ChaseCo・

oCincinatiMillingMachineCo・

oClevelandAxleManufacturingCo・

ClevelandClothingFactories

ClevelandElectricllluminatingCo・

ClevelandFoundryCo．

※△oClevelandHardwareCo・

ClevelandTelephoneCo．

※△oClevelandTwistDrillCo，

ConsolidatedStreetRy・ＣＯ．

※GoodyearTire＆RubberCo．

※△Joseph＆ＦｅｉｓｓＣｑ

ＫｅｌｌｙＩｓｌａｎｄＬｉｎｅ＆TransportationCo･

Kilbourne＆JacobsManufacturingCo・

ｏＬｏｄｇｅ＆ＳｈｉｐｌｅｙＭａｃｈｉｎｅＴｏｏｌＣｏ．
△ｏＬｏｗｅＢｒｏｓ、ＣＯ．

。Miller，ＤｕＢｒｕｌ＆PeterManufacturingCo．

※△・NationalCashRegisterCo．

※Procter＆Ｇａｍｂｌｅ

△oSherwin-WillamsPaintCo．

△ThomasManacturingCo・

AmericanBridgeCo．
。BaldwinLocomotiveWorks

BethleheｍＳｔｅｅｌＣｏ．

1841

1906

1847

２
９
０
２
８
８
７
８
０

別
冊
印
的
朗
卯
別
別
卯

１
１
１
１
１
１
１
１
１

1886

1894

1902

1895

1881

1884

1906

1884

オハイオ州

（Ohio） 1875

1888

1858

1881

1902

1862

1873

1884

1866

ペンシルベニア州

(Pennsylvania）

－８７－



ｏＢｕｒｎｈａｍ，Williams＆ＣＯ・

CarnegieSteelWorks

oChambersburgEngineeringCo．

※△oCurtisPublishingCo・

oEquitableLifeAssuranceSociety

ｏＦｅｌｓ＆ＣＯ･

GimbleBros．

※゜JohnBStetsonCo．

※△。』､ＨＨｅｉｎｚＣｏ，

PhiladelphiaElectricCo・

PhiladelphiaRapidTransitCo・

oScratonRy・ＣＯ・

StandardRollerBearingＣＯ・

oStrawbridge＆Clothier

oThomasDevlinManufacturingCo．

△oWanamaker，ｓ

※△WestinghouseAirbrakeCo．

△oWestinghouseElectric＆Manufacturing

△Ｂｒｏｗｎ＆SharpeManufacturingCo．

※△oGorhamCompany

oPeacedaleManufacturingCo．

△ProcassetWorstedCo・

oProvidenceEngineeringWorks

・LynchburgCottonMills

WheelingSteel＆ＩｒｏｎＣｏ・

oVermontMarbleCo．

1831

1897

1891

1859

1874

1891

1869

1896

1868

1902

ＣＯ． 1886

ロードアイランド州

（Rhodelsland） 1831

1848

1899

1888バージニア州

（Virginia）

バーモント州

（Vermont）

ワシントン州

（Washington）

ウィスコンシン州

（Wisconsin）

1902

oSeattleElectricMarbleCo． 1900

oBakerManufacturingCo、

ｏＨｏｆｆｍａｎ＆BillingsManufacturingCo・

MilwaukeeE1ectricLightCo・

oPattonPaintCo･

ProximityManufacturingCo．

1873

1885

1900

ノースカロライナ州

(NorthCarolina）

サウスカロライナ州

(SouthCarolina）

※

※
※
※

oGranitevillManufacturingCo、

oMonaghanMills

oPelzerManufacturingCo・

oAtchisonTopeka＆ＳａｎｔａＦｅＲｙ、ＣＯ．

Ｈ､Black＆ＣＯ、

Ｈｕｙｌｅｒ，s

TalbotMills

UnionPacificRailroａｄＣｏ、

Wells，Farｇｏ＆ＣＯ、

AmoskeagMills

CelluloidCo・

ＤａｎＲｉｖｅｒＭｉｌｌｓ

Ｅａｇｌｅ＆PhoenixMills

PiedmontManufacturiｎｇ

1845

1872

1881

その他１

※

その他２

注）右欄の年は、その企業が創設された年を示していろ。

この表は、本文中にも触れたように、基本的にはＯＲ・ヘングーソンの書物による。ただし、△印と

「その他１」は、Ｅ､Ｌ・オーティの調査、※印と「その他２」は、Ｄ・ネルソンの調査である。○印は、

－８８－



Ｗ､Ｈ・トールマンの書物中に福利制度の記述が見られる企業で、彼の本は、「序文」が1908年クリスマ

スとなっていることから、少なくとも○印の企業にはそれ以前において福利制度がすでに設置されてい

たと思われろ。なお、トールマンが調査した福利制度は、衛生・安全・保安施設、共済会、節約、利潤

分配制、住宅、教育、レクリエーション、社会改善（CommunalorSocialBetterment）であった。

また、Ｄ・ネルソンの調査は、彼が「『進歩的』な製造企業」といっているように製造業に限られ，そ

こで、「包括的な福利制度を導入」していた40社をあげていろ（Ｄ・Nelson”､Cir.,ｐ,115.)。

利制度がみられていた。また，時期は少し後になるが，1917年にアメリカ労働省の労働統計局が発表

したところによると，その調査には「一部（partial)」という断り書きがつけられた上で，４０州，４６９
⑫

都市の1,419事業所で福利桁Ｉ度がみられたことが報告されていろ。

以上のように，個人企業家の努力や全国市民連盟の活動によって－もちろん，このことの背景に

は，企業をとりまく当時の社会的・経済的環境が，福利制度がもたらす効果を必要としていたことが

あるのだが－，「世紀の転換期」前後からアメリカでは，福利制度を設けていた企業の数が急速に拡

大していった。この福利制度の発展は，福利制度を設置していた企業数の量的拡大だけでなく，個々

の企業に設置されていた福利制度の質的向上（それには，個別企業内での福利制度の量的拡大も当然

のことながら含まれろ）も伴なっていた。つまり，企業内の福利制度が，大規模化し，かつ多種多様

なものを含むようになったのである。このことは，福利制度の管理に専門家を必要とする段階，つま

り，これまで企業家の指揮・監督のもとにおかれていた福利制度から，その管理に特定の専門家を必

要とする段階へ福利制度を移行させることとなった。そして，この点を満たしたのが「福利制度担当

者」であった。

そこで，若干視点をかえて，福利制度の管理主体の変遷から，アメリカにおける福利制度の発展過

程を簡単にみておこう。
鰯

それ'よ，３つの段階にわけて考えることができる。

第１段階は，主として企業家に福利制度が全面的に依存している段階である。この段階では，企業

に設置される福利制度の種類等は，その企業の規模・労働力構成（男女従業員の比率，移民の占める

割合とその移民の出身地別構成）・労働力の質的側面（熟練，半熟練，不熟練の区別）・立地条件・

産業などによって異なっているが，その多くの部分が彼ら企業家の気分によって左右され，福利制度

の管理は，企業家もしくは，製造・販売に責任のある全般管理者（generalmanager）がそれをおこ

なっていた。この段階では，福利制度の管理に専念するものが組織には出現しておらず，その面での

職能分化は，まだ見られていなかった。

第２段階は，福利制度の管理が，全面的にとまではいかないものの，socialsecretary,welfare

secretary,welfareagentというように様々に呼ばれる「専門家」に委譲される段階である。彼らに

は，権限がほとんどなく，その責任は，のちにみるように企業家や全般管理者にたいして負ってい

た。その意味で，この段階と第１段階を区別するのは，この「専門家」に，彼ら企業家や全般管理者

がおこなっていた職務の一部が委譲され始め，スタッフ的機能をもった者がこれまでのライン中心の

組織に登場してきたことにある。

第３段階は,福利制度の管理が,employmentmanager,welfaredirector,labormanager,personnel

administrator,laborsupervisor等と呼ばれる，かなりの権限をもった「専門家」の指揮・監督のも

とで，「主要なスタッフ職能（majorstafffunctions)」として，体系的になされる段階である。この

段階の「専門家」は，employmentdepartment,labordepartment,後にpersonneldepartmentと

、

■

ヰビ

⑫“PartialListofEmployersWhoAreReportedtoHaveEstablishedSomeFormofWelfare

Work,，，Ｍｏ"ZAJyLa6o7-Reuicz(),Ｖｏｌ､４，No.2,（Feb.，1917)，ｐｐ､315-334.

⑱ＬｏｕｉｓＡ・Boettiger,Ｅ”/ｏｙｅｅＷｅ〃αＵｅＷｂ「ん，RonaldPressCo.,1923,ｐｐ､122-3.なお，Ｅ・パーコウ

イツとＫ・マククウエイドらも同じ３段階をとっていろ（Ｅ・BerkowitzandKMcQuaid，〃.c".，ｐ､16.)。

－８９－



いった名称で呼ばれる組織に属し，ここに初めてスタッフ部門による福利制度の管理がみられること

となる。

このような三つの段階を通して福利制度は発展した。もちろん，現在では－その一部は1930年代に

みられ始めたが－福利制度は，「付加的給付」，つまり労働組合との交渉を通して従業員にたいして

与えられろという形態を取ることが多い。その意味では，この三段階ですべてを説明しうるものでは

ないが，「福利制度担当者」との関連から，ここでは，以上の三段階を区別するに留めておく。

そこで，「福利制度担当者」と関連が深い第２段階をもう少し詳しくみておこう。この段階は，福

利制度がその質・量において，そして，その果たす役割の重要Ｉ性において，前段階を凌駕し，「資本

主義的経営者が，……，あらゆる種類の福利制度（welfarework）に関する考え（ideas）を実行す
“

ろの|こ，誰かを雇用することが絶対必要であることを見出した」段階であった。この点を，Ｗ,Ｈ・ト

ールマン（Tolman）はもう少し詳しく次のように述べている。すなわち，「工場（factory）の勃興

と株式会社・トラストの発展は，産業システム（industrialsystem）から人的要因をほとんど除去し

てしまった。経営の関心が非常に大きくかつ変化に富んだものとなった結果，管理活動（workof

administration）はそれにたいして責任のある人々の時間と能力を独占してしまった。いかにうまく

経営者（officials）が処理しようとも，彼らは何百，何千もの従業員を個人的に知ることはできない

し，作業者（operatives）の肉体的，知的，精神的な福祉の研究に多くの時間を費やすこともできな

い。それゆえ，雇用者と従業員との疎遠，彼らの関心が別々のものであり敵対的であるという印象，

そして不理解と相互の疑いの発生，といったことが，容易に生じろ。

これらの新たな状態は，新たな必要物を創り出した。それは，そのすべての時間を従業員と知り合

いになることと，従業員の一般的な福祉を促進することに，捧げられる人であり，衛生状態に気をつ
●●

け，一般的な知1性を増加させようとし，健康的な社会生活を育成し，一般的な士気（morale）を改善
㈲

するために努力する人である（傍点は原文で'よイタリックである－注，伊藤）」と。そして，このよ

うな「新たな必要物」として登場したのが，「福利制度担当者」であった。

では，「福利制度担当者」は，いつ頃から企業に登場し始めたのであろうか。

この点に関する資料は少ない。

東部の百貨店に「福利制度担当者」として雇われていたり、ヒルシュラー（DianaHirschler）女史
㈱

は，その1903年|こ発表した論文の中|こ，口分は３年前からそのような仕事をしていた，と述べている。

また，後に出てくるジョセフ・パンフロフト．アンド・サンズ社（JosephBancrofts＆ＳｏｎｓＣｏ.）

のＥ・プリスコウ（ElizabethF・Briscoe）女史も，1900年に雇われていた。Ｈ・エイルパートは，

自文の論文の中に，「福利制度担当者」の登場時期について，二人の報告を引用している。一人は，

Ｍ・ノーザン（MaudNathan）で，1902年に８～10名の「福利制度担当者」の存在を報告しており，

もう一人のＭ､Ｒ・クランストン（MaryRCranston）は，1906年に27名の「福利制度担当者」の存在
⑰

を報告していた。これらのことから，1875年|こダン婦人（Mrs､Dunn）を雇っていたＨ､J、ヘインツ

社のような事例もいくつかあるが，企業に多くの「福利制度担当者」が現われ始めたのは，1900年以
倒

降のことであり，「今世紀の最初の10年間に，『福禾U制度担当者』が，実際に流行していた」と考え

てよさそうである。

こういった「福利制度担当者」の出現を背後から支えていたのは，このような種類の「専門家」を

⑭Ｃ､Ｒ・Hendersonopciらｐ､266．

㈲Ｗ・HTolman，“TheSocialSecretary,，，ＳｏｃｉａノＳｅＵｉｃｃ,Vol.Ⅱ，No.11,（Nov,1900)，ｐ､３．

㈱DianaHirschler,“TheSocialSecretaryatWork,”ＳＯＣ/α／Seru/Ce，ＶＯＬⅨ,(July,1904)，ｐ,５．

㈲HenryEilbirt，‘`Twentieth-CenturyBeginningsinEmployeeCounseling,，，BzJsi7zessH/story

Rcuiczﾋﾟﾉ,Vol.ＸＸＸＩ,No.3,（Autumn，1957)，ｐ､317.

⑱Ｃ､Ｃ・Ling，ＴＡｅＭａ刀ａｇｃｍｃ７ＩｔｏＬ/Ｐｅパ０打刀`ノノＭａｊｉｏ"ｓ：Ｈｉｓｔｏｌｙα"ｄＯｒｉｇ/７J，RichardD・Irwin，Inc.，

1965,ｐ､８０．
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育成する機関としてのＹＭＣＡやＹＷＣＡ，そして，LeagueforSocialServiceなどの存在であった。

これらの諸機関を通じて，各企業に「福利制度担当者」が紹介されていた。特に，このLeague

forSocialServiceは，ＷＨ、トールマンを執行理事（executivedirector）として創設されたもの

で，トールマンはそこで，「彼が新しい職業だと考えた『福利制度担当者（socialsecretary)』を作
創

り出そう」としていたのであっ７こ゜

この第２段階と次の段階は，福利制度の発展にとって，その管理主体として「専門家」が登場して

きた，という点では共通しているが，第３段階のスタッフ部門と違って，「福利制度担当者」は，「権

限よりもむしろ影響力」をもつと言われるように，きわめて不安定な位置を占めていたにすぎない。

以上，福利制度の展開とからめて「福利制度担当者」登場の背景をみてきた。次に，こういった背

景に加えて，「福利制度担当者」の登場を促がした要因として，以下の二点について簡単にみておき

たい。その二点とは，ともに企業内の労働力構成の変化と関連しているものであって，一つは婦人労

働力の増加，一つは移民労働力の質的変化である。もちろん，この二点は，アメリカにおける福利制

度の形成・発展に規定的要因としても関連していろ。だが，ここでは，紙幅の関係上，問題点を指摘

するだけに留めたい。

､

■

まず，婦人労

働力の増加につ

いて。第４表に

示されているよ

うに「世紀の転

換期」頃より労

働力人口に占め

る婦人の割合が

増加し始め，

1910年には労働

力人口５人に１

第４表

、晉

為
（４）

婦人労働力
人口

（３）

男子労働力
人口

（２）

(1)のうち労
働力人口

（１）

10才以上の
全人口

(3)/(2)
（％）

(4)/(2)
（％）

(2)/(1)
（9'6）

19,312,651

23,753,836

※

30,091,564

33,064,737

38,077,８０４

８
７
８
５
０

●
●
●
●
●

２
１
８
９
８

８
８
７
７
７

4,005,532

5,319,397

8,075,772

8,549,511

10,752,116

23,318,183

29,073,233

38,167,336

41,614,248

48,829,920

※
２
３
３
３
５

●
●
●
●
●

９
０
３
０
９

４
５
５
５
４

２
３
２
５
０

●
●
●
●
●

７
８
１
０
２

１
１
２
２
２

1890

1900

１０

２０

３０

47,413,559

57,949,824

71,580,270

82,739,315

98,723,047

注）※印については，1910年に使用された表のため過大評価されすぎていろ。しかし，力人口５人に１

移民の急増によって，そのうちの何％かは正当なものである。 人の割合を婦人
出所），.Ｄ・LescohierandE・Brandeis,ＨｉｓＺｏｒｙｑ/Ｌａ６０ｒｉ〃ｔｈｃＵ"ｉｊｅｄＳｒａｔｅｓ，

1896-1932,MacmillanCompany,Reprint,1966,ｐ､35,より作成。 労働力が占めて

いた。

この婦人労働力の増加は，それまで男子労働者が中心であった企業の労働条件に変化をもたらし

た。その点が，もっとも顕著に現われたのが，福利制度であった。当時みられた福利制度の中には，

婦人労働者を雇用する際に必要な諸施策が含まれていた。それには，清潔な便所，換気装置，着替え

室，ロッカー，休憩室，料理・裁縫教室といった文化施設などがあった。このことは，すでにみた福

利制度発展の一要因となるのと同時に，こういった従来企業内であまりみられなかった諸制度を管理

してゆく「専門家」を必要としたのであり，これに答えたのが「福利制度担当者」であった。

次に，移民労働力の質的変化について。アメリカへの移民が，世紀の転換期頃よりその編成におい

て質的変化を帯び始めたことは周知の事実である。それは，「新移民」と呼ばれる東南欧系の移民の

比重の増大によってもたらされた。彼らは，本国では主として農業労働者であり，アメリカにおいて

工場労働者としての生活にとけ込ませるためには，様々な配慮を必要とした。特に，彼らの工場の外
倒

での生活|こ対してはそうであり，その面での「専門家」を必要としていた。

■

９

㈱ＨｏｍｅｒＪ・Hagedorn，“ANoteontheMotivationofPersonnelManagement：IndustrialWelfare

l885-1900,”Ｅ”/oraZfo刀ｓｉ〃Ｅ"reやrc"α`riaノHfsrory,ＶｏＬＸ，（April，1958)，ｐ､136.

⑳この点について，詳しくは前掲拙稿「企業内福利厚生制度の形成」239～240ページを参照されたい。
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以上のような背景のなかで，「福利制度担当者」が登場してきたのである。それでは，「福利制度

担当者」は，企業内においてどのような職務を果たしていたのであろうか。次節では，この点につい
て考察を加えてゆきたい。

3．「福利制度担当者」の職務

「福利制度担当者」の職務は，1898年にそれまでの「社会サービス連盟（LeagueforSocial

Service)」を，「アメリカ社会サービス協会（InstituteofAmericanSocialService)」と変更した，
Ｗ､Ｈ・トールマンによって，次のように述べられていろ。

「『福利制度担当者』（トールマンは，socialsecretaryしか使用していない。彼の引用文中の

『福利制度担当者』は，このsocialsecretaryの訳語として用いろ－注，伊藤）は，従業員の代表と

して行動し，そのようなものとして，会社もしくは各部の部長（headsofdepartments）に対して，
、リ

イ同人もしくは集団としての従業員|こ影響を及ぼす，あらゆる苦'盾をもたらす」のであり，彼が直面し

ていた問題は，「（従業員が－注，伊藤）彼らの労働日の大部分をすごす工場や作業場のなかばかり

でなく，家庭関係や友人関係においても，個々の従業員のために，生活条件や労働条件をいかに改良
⑫

していくかということ」｜こあった。そして，従業員と現場の監督者である職長との間に，誠心誠意で

親愛な関係を確立することが，その仕事であった。

この点を，彼は，「福利制度担当者」の職務とかかわらせて具体的に次のようにも述べていろ。

「彼ら（『福利制度担当者』－注，伊藤）は，熟練労働者と事務員以外のすべての男子労働者をも

っとも有効的に雇用することができ（たいていの場合，『福利制度担当者』は女'性であったが，この

引用文では，男性であった－注，伊藤)，作業室（ｗｏｒｋrooms）の提案を受け入れ，改善を採用し，

レクリエーション的な仕事と教育関係の仕事について責任のある指導的地位にあり，病気の従業員を

訪問して親交を深め，仕事が閑散な部門からの仕事が多すぎる部門への（従業員の－注，伊藤）配置
御

換えを調整し，各部FHの長と相談の上で昇進をきめたりした」のであった。

以上，トールマンの記述によると，「福利制度担当者」の主要な職務は，ソーシャル・ワーカー

（socialworker）的な仕事一例えば，トールマンの記述にみられる病気の従業員を訪問すること－

や，福利制度の設置とその管理にあったが，それ以外に雇用・配置転換・昇進に関する職務も分担し

ていたようである。ただし，雇用については，熟練工や事務職員以外の一般の労働者のそれに限定さ

れていたようである。

福利制度の設置とその管理を主要な職務とする「福利制度担当者」が，それ以外にどういった職務

にかかわりあっていたのかをもう少し詳しく知るために，２．３の例をみておこう。
“

Ｅ､Ｄ・プロウド（Proud）’よ，彼女の著書の中で「福利制度担当者」（彼女は，「福利制度担当者」

としてwelfaresecretaryを用いていろ）の職務として，次のものをあげていろ。

１．工場内の換気。

２．作業室の監督。

３．従業員の疲労調査。

４．従業員に対する報酬，従業員の昇進，従業員に対する罰金。

５．従業員に関する記録の保存。

６．従業員の休憩。

(31）Ｗ､Ｈ・Tolman，ＳｏｃｉａＪＥ刀g/刀eeri刀９，ｐ､５１．

㈹１６〃.，ｐｐ､49-50．

G8M6id.，Ｐ､51．

(３０Ｅ､Ｄ・Proud，Ｗ'〃αｒｅＷｂｒＡ,３ｒｄｅｄ.,Ｇ・ＢｅｌｌａｎｄＳｏｎｓＬｔｄ.，1918.
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７．従業員の健康の維持。

８．従業員の住宅問題の解決。

９．従業員の家庭生活への助言・援助。

１０．従業員の教育。

１１．従業員の選考。

１２．従業員の保険。

１３．従業員の解雇。

１４．従業員の工場規則の設定。

１５．従業員からの苦!清の処理。

このなかで，「福利制度担当者」としての主要な職務に含まれるものは，１，３，６～９そして１２

の７つの職務である。それ以外の職務のなかに，従業員の選考・記録・報酬・教育・昇進・解雇とい

った雇用部や人事部の職務，そして，工場規則の設定・苦情処理といった労使関係部の職務が含まれ

ていることに注意すべきである。

1913年に，イギリスのヨークで開催された協議会に代表を派遣した30社の「福利制度担当者」によ
@ｑ

ってなされていた職務|こ}よ，次のようなものがあった。

１．従業員を雇うこと。

２．食堂と調理場を監督すること。

３．不平を調査すること。

４．携帯品預b所（cloakroom）と洗面設備（lavatoryaccommodation）を管理すること。

５．雇用諸条件の改善を提案すること。

６．労働者が個人的に直面している問題について，援助したり，忠告を与えたりすること。

７．病気の従業員を訪問すること。

８．庭園（gardening)，クラブ（clubs)，体育館（gymnasiums）を管理したり，休日の旅行（holi‐

dayexecursions）を開催すること。

９．救急施設（firstaid）の管理。

これらをみてもわかるように，「福利制度担当者」の職務として，直接福利制度に関係しているも

のは，２，４，５，７，８，９の６つの項目であり，それ以外に，１の雇用，３の苦1盾処理，６のカ

ウンセラー的な職務を果たしていたようである。

以上の３つの例に示されているように，「福利制度担当者」の職務としては，福利制度の設置とそ

の管理に重点が置かれていたとはいえ，その他にも彼らは，従業員の雇用・選考・昇進・賃金．苦'情

処理・カウンセリングといった職務など，その後登場する「雇用部」や「人事部」でなされる職務と

類似のものを担当していたようである。

そこで，この点をもう少し詳しく知るために，上述の三例に示された一般的傾向を念頭におきつ

つ，個別企業で「福利制度担当者」が，どういった職務を遂行していたのかをみてみよう。

ピルグリム蒸気クリーニング会社（PilgrimSteamLaundryCompany）に雇用されていた「福利

制度担当者」の職務としてあげられているものには，次のようなものがあった。

１．巡回図書館（travelinglibrary）の管理。

２．各週に開催される社長，福利管理者（welfaremanager)，紹待されたゲストによる15分間の

講演の準備。

３．冬期に開講される文芸講座（literatureclass）の準備。

､

円

､

⑤ＬｏｕｉｓＡ・Boettiger，ＯＰＣﾉｵ.，ｐ､１２５．
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４．質問箱（questionbox）の設置。

５．もっとも役立ちそうな所へのパンフレットや詩（verses）などの配布。

６．薬箱（medicinechest）の無料での使用。

７．従業員に無料で診察を施し，必要な時には処方茎を与えること。

８．暖かい昼食（lunchon）の提供。

９．夏期の氷水の提供。

１０．土曜日の午後の様々な興味深い場所への短かい旅行。

１１．可能であれば劇場パーティー（theaterparties）の開催。

１２．特別の行事のための入場券の発行。

１３．病気もしくは死亡時の給付（benefits）のための共済会（mutualaidsociety）の管理。

１４．ペニー硬貨を貯金していく「ペニー検約（PennyProvidence）」の実施。
㈹

１５．不幸な人々|こ与える余りもの（oddsandends）を持ちよること。

Ｒ､Ｈ・マーシー社（Ｒ・ＨＭａｃｙ＆ＣＯ・ニューヨーク州にある従業員5,000人の百貨店である）に雇

用されていた「福利制度担当者」は，専門的な訓練を受けた看護婦であり，その職務は，「従業員の

健康と一般的な福祉の世話をすることであり，彼女が得策であり，必要であると思った時にはいつで
働

も，従業員を援助すること」であっﾌﾞこ゜そして，百貨店自身の報告も，「われわれは，そのような人

（『福利制度担当者』のこと－注，伊藤）を約10ヶ月間雇用してきて，彼女の仕事が非常に満足のい
㈱

<ものであることがわかつﾌﾟこ」と述べていた。

この２つの企業の「福利制度担当者」は，「産業上の諸改善（industrialbetterment）」に関する

ものが中心であった。こういった「産業上の諸改善」を目的として「福利制度担当者」を雇っていた

企業は，そのほかにもインターナショナル・ハーベスター社（InternationalHarvesterCompany）
岡

があった。このインターナショナル・ハーベスター社も含めた以上３つの企業における「福禾U制度担

当者」の職務は，福利制度に関するものに限定されていたようである。だが，こういった例は，当時

では少なく，すでにみてきたように，「福利制度担当者」は種々の職務を果たしていた。そこで次

に，こういった種類の「福利制度担当者」が雇用されていた２つの企業の例をみてみよう。

まず第一に，ジョセフ・パンクロフト．アンド・サンズ社（JosephBancrofts＆ＳｏｎｓＣｏ.）の事

例は，非常に興味深い。

この会社は，1900年にエリザベス・プリスコウ女史（ElizabethEBriscoe）を，「福利制度担当
㈹

者」として雇った。会社'よ，彼女の仕事を，「従業員|こ使用者の立場を説明するもの」とし，「従業

員の代表として行動し，そのようなものとして従業員に個人的もしくは集団的に影響を及ぼす，すべ
《》

ての苦'肩を前もって会社もしくは部門の長に提起するもの」というように定義しﾌﾞこ゜

具体的には，給付計画，食堂の設置，女子従業員のための裁縫教室・料理教室の開設（ジョセフ・

パンクロフト.アンド・サンズ社の詳しい労働力構成についてはわからないが，当該企業が綿製品の
⑫

製造・漂白・染色・仕上げを業務としていること力､らも，女子従業員数が，総従業員数1,450名のな

かで大きな比重を占めていたと思われろ），独身寮建設のための準備といった福利制度に関連するこ

句

㈱Ｗ､Ｈ・Tolman，ＳｏｃｉａノE7zgf7zccri〃9,ｐ､５７．

㈱Ｉ６ｉｄ,，ｐｐ､57-8.

68Ｍ6Ｍ，ｐ､58．

御Ｉ６ｉｄ.，ｐ､55．

ＱＯＤ・ＮｅｌｓｏｎａｎｄＳ・Campbell，‘`TaylorismVersusWelfareWorkinAmericanIndustry：Ｈ､Ｌ・Gantt

andtheBancrofts,”Ｂ"si刀ｃｓｓＨ/storyRcu/２，，ＶｏＬＸＬＶＩ，No.１，（Spring,1972)，ｐ､８．

(41）Ｗ､Ｈ・Tolman，Ｓｏｃｉα／Ｅ刀gi"“｢/"９，ｐ､５６．

⑫Ｉ６ｆｄ.，ｐ､56.
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とや，会社にとって有害な従業員を社宅から立ちのかせること，労働組合の土台を崩すこと，苦'盾処

理といった労資関係的な職務も行なっていた。その他，児童労働法（ChildLaborLaw）に従って，

彼女は法律で要求されている年齢以下の児童が雇用されていないかどうかを，必要な証明書と口供書

によって監視するといった，雇用に関した職務も果たしていた。また，困窮している従業員の家庭を

訪問し，もし金銭的な援助が必要ならば，そのことに対し会社の注意を向けさせる，といったソーシ
㈹

ヤル・ワーカー的な職務も果たしてい７こ゜

以上のような点を考慮して，1908年１月９日に，ジョセフ・バンクロフト．アンド・サンズ社は，

彼女のことを，「当該の婦人は，もっとも有用であり，今や会社と従業員との接触点（apointofcon‐
“

tact）として，実質的1こ欠くことのできないものとなったと考える」と評価していた。

次に，コロラド燃料・鉄会社（ColoradoFeulandlronCompany）を取り上げよう。この会社の

事例は，これまでみてきた会社のものとは若干異っていろ。これまでみてきた諸企業の「福利制度担

当者」は，様々な職務を果たしていたが，彼らは独立した管理組織をもたず，部下ももっていなかっ

た。つまり，企業内においては，社長や部門の長に直属し，助言を与えるに留まっていたようである

（なお，この点については，次節でとりあげろ）。

ところが，このコロラド燃料・鉄会社は，教育と衛生条件に関するすべての問題と，自社の従業員
㈹

が生活している諸条件を改善する際に，助けとなるべき部門として，1901年}こ「社会部（sociological

department)」というスタッフ部門を組織していた。そして，「福利制度担当者」は，この「社会部」

を通して雇用されていた。また，その「福利制度担当者」のもとには，これに関した仕事だけをする

多くの従業員＝スタッフ構成員がいた。

この「社会部」は，この会社には27ケ国語を話す32の人種の労働者が従業員として雇われており，

彼らが1,000マイル以上も離れた地域に分散した鉱山にいたこと，そして，これらの労働者の多く

は，新移民と呼ばれる東南欧系の移民であったことから，彼らのアメリカでの生活を助け－特に鉱山

という立地条件からもそれが必要とされた－，衛生上の諸法律（hygieniclaws）にたいする無知に

対処することを目的として設置されていた。

この会社は，「福利制度担当者」として，「福利管理者（WelfareManager)」という職名のもと

に，医学博士のＲ､Ｗ・コルウィン（Corwin）を雇用していた。彼は，自分の仕事を，「会社を助ける

ことだけでなく，若い世代の人々を教育すること，家庭関係を改善すること，従業員をよりよい市民

にしたり，その仕事により満足させることで，従業員の関心を促進し，従業員とその家族に対して利
㈹

益をもたらすこと|こある」としていた。

この会社の「福利制度担当者」は，「社会部」に属し，「福利管理者」という職名のもとに，この

「社会部」の職務の一環として様々な,仕事をしていた。このコルウィンの事例は，企業の管理組織の

なかで部下をもち，一定の職務に専念しており，その点ではこれまでみてきた「福利制度担当者」と

は違い，雇用・選考・記録・報酬・解雇といった職務は果たしておらず，一定の職能分化がみられ始

めていたことを示す好例である。

以下では，若干視点をかえて，企業に「福利制度担当者」として雇用されていた人々の意見から，

その果たしていた職務がどういったものであったのかをみておきたい。
㈹

Ｓ､Ｄ・ブランデス（StuartD・Brandes）は，その著書|こおいて，「福利制度担当者」の最初の人と

⑬１６Ｍ,ｐｐ､56-57．この会社の事例は，労働組合の土台を崩すという点を含んでいて興味深いが，残念な

がら詳しいことはわからない。

ＱＱＩ６ｉ`.，ｐ､５７．

㈹１６Ｍ，ｐ､５４．

㈹１６/d､，ｐ､５５．

㈹Ｓ,Ｄ・Brandes，Ａ７７ｚｅ７ｉｃα〃we〃ａｒｅＣａがｔα"smZ880-ZWO,UniversityofChicagoPress，1976.
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して，1875年にピッツバーグのＨＪ・ヘインツ社（Ｈ､J・HeinzCompany）によって雇用されてＷこダ

ン夫人（Mrs､AggieDunn）をあげている。そして，彼女の職務は，この企業において，５０年間にわ

たり，1,200人以上の少女に面接し（interview)，雇用し（hire)，相談を受け（counsel)，世話をす
⑬

ろ（watch）ことＩこあっﾌﾟこ゜

ロード・アイランド州にある企業の「福利制度担当者」であったエリザベス・ウィラー（Elizabeth

Wheeler）は，自分自身の職務を，「雇用主に対し，いかにして彼（雇用主のこと－注，伊藤）が彼

自身とその直接のスタッフそして彼の産業軍（industrialarmy）の一般の人々との間に望ましい接点
㈹

を作りうるかを伝えることである」と説明している。彼女と同じ点を指摘している人|こは，ニューヨ

ークの百貨店の一つであるシーゲル・クーパー（SiegelCooper）の「福利制度担当者」のイサベラ・

ニュー（IsabellaNye）とマサチューセッツの印刷会社でそのような地位にあったジェーン・ウイリ
剛

アムス（JaneWilliams）カヌいた。

東部の百貨店で「福利制度担当者」として雇用されていた，ダイアナ・ヒルシュラー（DianaHir‐

schler）は，彼女自身のことを，「労働条件を調整してゆく仲裁人（intermediaryinadjustingcondi‐
③

tions)」と呼び，自分の職務については，「事実，監督者は『福利市Ｉ度担当者（SocialSecretary)』

から，賃金の上昇，配置転換（transfersofpositions)，そして従業員によりよい仕事をさせるための
㈱

機会|こ関する勧告（recommendation）を期待していろ」と述べ，自分|こもちこまれてきた苦Ｉ肩は，

「不衛生的な労働条件から，われわれが基本的なものと考えろ，賃金や労働時間まで，変化に富んで
働

いた」としてし､ろ。

以上，研究者の見解や実際に「福利制度担当者」を雇用していた企業，そして「福利制度担当者」

として企業に雇用されていた人々の見解を通して，この「福利制度担当者」という名称のもとに各企

業でなされていた職務がどういったものであったのかをみてきた。それは，すでに述べてきているよ

うに，福利制度の設置・管理にその中心があるとはいえ，その他，従業員の雇用・配置転換・昇進・

賃金・教育・苦情処理・解雇・コンサルタントといった，その後，「雇用部」や「人事部」の職務と

なったものを，まだ未成熟だとは言え，果たしていたのである。

そこで最後に,以上みてきた職務とアメリカ労働省労働統計局(Ｕ・SDepartmentofLabor,Bureau

ofLaborStatistics）の調査において明らかにされた「福利制度担当者」の職務とを比較しておきた
“

い。この労働統計局の調査は，1916～17年にかけて実施され，1919年|こ報告書が出ていろ。この調査

時期は，1912年にボストン雇用管理協会（BostonEmploymentManagers,Association）が結成され

た後，第１回目の雇用管理者会議が，1916年１月19～20日にミネアポリスで，同じく第２回目の会議

が同年５月10日にボストンで，第３回目の会議が，1917年４月２～３日にフィラデルフィアで開催さ

れた時期であった。そして，第３回目の雇用管理者会議が開催された時点で，雇用管理者協会は，上

述のボストンのほかに，シカゴ・クリーブランド・デトロイト・ニューアーク・ニューヨーク・フィ

ラデルフィア・ピッツバーグ・ロチェスター・サンフランシスコに存在し，合計10都市にそういった

協会があった。そして，こういった協会に参加していた企業の数は，これら10都市の協会の合計で，

㈹I6id.，Ｐ､111．

Ｑ０Ｉ６ｉｄ.，ｐｐ・’12-3.

6016/d､，Ｐ､113．

(51）Ｄ・Hirschler，ｏかCit.，ｐ､５．

⑫Ｉ６ｊｄ.，Ｐ､５．

GEII6/‘.，Ｐ､５．

“Ｕ､Ｓ・DepartmentofLabor，Ｗｾﾉﾋﾉ.αｒｃＷｂｒｌｈ/brEmPJoy“ｓｆｎＩ"｡〃ｓｔｒｉａノEsta6/Ｍ、`刀rsZ，ｚｵﾉｉｅ

Ｕ"がcdSrarcs，BulletinNo.250,1919.
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閏

約1,000社の大企業|こ及んでいﾌﾟこ゜つまり，労働統計局が調査を実施した時期は，「雇用管理者」が

多くの企業でみられ始めた時期であった。労働統計局の調査報告によると，「福利制度担当者」が雇
蜘

われていﾌﾟｚ事業所は，431事業所のうち141事業所であった。その職務は，各事業所の規模や立地条件

によって異なっているが，その主要な職務は，様々な福利活動（welfareactivities）の管理であった。
⑰

それは，具体的1こは以下のようなものであった。

Ｌすべての女性の採用希望者に面接すること。

２．救急病院（emergencyhospital）の仕事を監督すること。

３．従業員食堂（lunchｒｏｏｍ）で出される食事が標準を維持しているかどうかを管理し，調理場が

衛生的な状態に保たれているかどうかを管理すること，そして，その他の衛生面を監督するこ

と。

４．図書館の係りをすること。

５．その事務室が，休憩室（restrooms)，レクリエーション室（recreationrooms），そしていく

つかの工場では携帯品預り室（cloakroom）を監視できる場所にあること（つまり，休憩室，

レク室，携帯品預ｂ室の管理が「福利制度担当者」の聯務と考えられろ－注，伊藤）。

６．従業員の家庭訪問をすること。

７．従業員もしくはその家族の病気の世話をし，困窮の際はそのめんどうをみること。

ここには，福利制度の管理とソーシャル・ワーカー的な職務の他には，女性採用希望者の面接がわ

ずかにみられるだけで，すでにみてきた多くの「福利制度担当者」の果たしていた職務とは異ってい

ろ。

そのもっとも大きな原因は，「雇用部」の成立という企業の管理組織に生じた変化による。つまり，

従業員の雇用・配置転換・昇進・昇給・訓練・解雇といった職務が，この雇用部に集権化され，その

結果，「福利制度担当者」の果たしていた職務が，文字通り福利制度に専門化してしまったのである。

□

■

4．福利制度担当者の地位

ここでは，企業の管理組織に占めろ「福利制度担当者」の位置づけについて考察し，彼らの職務

が，雇用部や人事部にとってかわられた要因の一端を探ってみたい。

「福利制度担当者」が，企業の管理組織において占めていた位置について，笛木教授は，「アメリ

カで経営者ないし職場長というライン部門のもの以外に，スタッフとして人事管理を担当するものが
⑬

現われるよう|こなったのは，今世紀にはいってからである。いわゆる福祉係がそれである」と述べて

おられる。ここで，笛木教授が取り上げておられろ「福祉係」は，welfareもしくはsocialsecretary

の訳であって，「福利制度担当者」のことにほかならない。しかし，教授のいわれる「福祉係」の主

な職務は，「各種の方法による従業員の福祉の増進を研究し，現状の改善を提案し，あるいは福祉の
御

組織化を図ろもの」というようIこ，福利制度|こ限定されており，そこから，「一般にアメリカの人事

管理は，雇用管理の機能を担当する雇用部門の成立からはじまるものとされているが，それとならん
岡

で福祉運動の影響による福祉係の存在意義を重視しなくてはならない」とし、う結論を導き出しておら

れろ。ここでは，「福祉係」と「雇用部門」が並列的に扱われているが，当時の状況は，「雇用部門」

へ

㈲Ｒ・Meeker,“Introduction,”Ｕ,Ｓ・DepartmentofLabor,Proceed/"ｇｓｑ／オルＥ〃/ｏｙｍ２ガオＭα刀agers，

ＣＯ〃た"Ｃｅ,BulletinNo.227,1917,ｐｐ､5-6．

㈹ｕｓ・DepartmentofLabor，BulletinNo.２５０，ｐ､１１９．

６７Ｍ尻｡.，ｐ､123.

⑬笛木正治『労務管理発展史論』同文舘，1969年，２９ページ。

㈹同上，２９ページ。

㈹同上，３０ページ。
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の自立化に伴なって，「福祉係」の行なっていた職務が，そこに吸収されていったことを示していろ。

その意味では，「福祉係」は，「雇用部門」の先駆的形態ととらえるべきではないだろうか。

だが，「福利制度担当者」を「スタッフとして人事管理を担当するもの」と規定される笛木教授の

見解は，全面的に支持しえるものである。この点は，笛木教授も引用されているＨ・エイルパートに

よって，「1900年より企業（industry）は，福利制度担当者（asocialorwelfaresecretary）と呼ばれ
●●●●●●● Ｇ１）

ろ，ある種のスタッフ構成員（staffmembers）を雇った（傍点，伊藤）」と述べられている。まﾎﾞｰ，

C､Ｃ・リンク（CyrilC.Ｌing）も，このエイルバートの見解に依拠つしつ，「1900年頃，企業は福利制
●●●●●●●

度の管理に責任のあるスタッフ構成員として『福利制度担当者（social,orwelfare,secretaries)』を
㈱

雇用し始めた（傍点，伊藤）」としてし､ろ。ただ，「スタッフ構成員」として把握されてはいるが，

一つの組織の中に－つまり一つの部門として自立化したものの中に－属していたわけではなく，「ス

タッフ的」な職務を遂行していただけで，この点を高堂教授は，もう少し詳しく次のように述べてお

られろ。つまり，「福利制度担当者」の地位は，「スタッフ機能の初期的な分離（distinctstaffdiffe‐

rentiation）の現象であって，いまや伝統的にライン責任者に維持されていた職務の一部が，それら

から区別され,専門化されて遂行されるべき条件が成熟したことを意味するものであった。けれども，

そこでは，この種の機能の責任が，専門的な個人に帰属せしめられたとはいえ，彼は部下（subordi‐

nate）を持たず，したがって組織を有しなかった意味で，スタッフ機能分化の初期的形態に他ならな
㈲

かつﾌﾟご」と。

以上の点を，当時，「福利制度担当者」として活躍していた人々の見解を取り上げながら，検証し

てみよう。

前節でみてきたように，「福利制度担当者」は，企業において，福利制度の管理のほかに，雇用か

ら解雇にいたる，いわゆる人事・労務管理機能を果たしていた。しかし，ボエチーガーも述べている

ように，「『福利制度担当者』は，直接，彼の雇用者，全般作業管理者（ageneralworksmanager)，
側

もし〈'よ生産担当の役員(official)|乙対し責任がある」のであって，後の雇用部や人事部の担当者が，

生産部門の担当者と同等の地位と権限をもって，企業の管理組織の中に編入されていたのとは異な

り，スタッフ的な職務を果たしていたとはいえ，企業の管理組織の中で大きな比重を占めるにはいた

らず，もちろん企業の経営方針の決定には参加していなかった。ただ彼らは，リンクが「この新しい

専門家は，部下をもっていなかった。……（『福利制度担当者』の－注，伊藤）職位における責任は，
㈱

明白に助言的なものであった」と述べているよう|こ，企業においては，経営者やライン担当者に対し，

助言を与えていたにすぎない。だから，彼らが果たしていた人事・労務管理的な職務も，彼ら自身の

判断ですべて実施するのではなく，ライン担当者にたいし助言を与え，そのライン担当者の判断に従

って，実施していたようである。

この点を，実際に「福利制度担当者」として働いていたり、ヒルシュラーは，次のように述べてい

ろ。若干，前節で取り上げた部分と重複している部分もあるが，彼女は，自分自身のことを「労働条
岡

件を調整してゆくｲ中裁人」として活動するものだとし，自分1こもちこまれてきた苦)情は，「不衛生的
阿

な労働条件から，我々力§基本的なものと考えろ，賃金や労働時間まで，変化に富んで」おり，「事実，

幻

㈹HenryEilbirt，“TheDevelopmentofPersonnelManagementintheUnitedStates,，，ｐ､350．

㈹Ｃ､Ｃ・Ling，”・Cit.，ｐ､７８．

㈹高堂俊彌「人事管理発展史研究一第１部人事管理成立史論一」関西大学『商学論集』第4.5.6合併号，

141-2ページ。

ＧＯＬ.Ａ・Boettiger，０ｶ．ｃﾉﾒ.，ｐ､125．

㈹Ｃ､Ｃ・Ling，⑫Cit.，ｐ､298．

㈹DianaHirschler，ｏかｃが.，ｐ､５．

㈹Ｉ６ｆｄ.，ｐ､５．
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監督者（superintendent）は，『福利制度担当者』（彼女は，SocialSecretaryを使用している－注，

伊藤)から，賃金の上昇・配置転換（transfersofpositions)，そして従業員によりよい仕事をさせる
岡

ための機会に関する勧告（recornmendation）を期待していろ（傍点，伊藤)」のであって，「一般}こ，
●● （691

『福利制度担当者』の署名もしくは勧告なし|こ，賃金の変更はなかつﾌﾞこ（傍点，伊藤）」のである。

そして，以上述べてきたことと関連して，「私は正式に雇われていた期間は，従業員の労働条件と職
●●●●●

位（conditionandpositionoftheelnployes）にきわめて重大な影響を及ぼす，そういった勧告と供述
⑩

(staternent）を与えることを期待されていた（傍点，伊藤）」のであった。こういつ７こ状況のもとで

彼女は監督者とともに働いており，「この監督者は，あらゆる問題に関して，私の意志表示がなされ
⑪

ることに，完全に期待している」とヒノレシュラーは述べていろ。これらの彼女の言葉からもわかるよ

うに，「福利制度担当者」としての彼女は，現場の監督者に対して，彼女自身の言葉を借りるなら，

「勧告」を与えていた。しかも，単なる「勧告」ではなく，「従業員の労働条件と職位にきわめて重

大な影響を及ぼす」ような「勧告」を与えていたのであった。

以上のように，「福利制度担当者」は，企業が設置する福利制度の管理や従業員に対するソーシャ

ル・ワーカー的な職務のほかに，従業員に様々な影響を与える問題について，ライン部門の担当者に

たいし，助言を与えていたようである。だが，「福利制度担当者」は，Ｃ､Ｒ､ヘンダーソンが「権限よ
（7ヨ

リもtPしろ影響力をもつ」と述べているように，「権限」をもっておらず，したがって組織のなかで

は非常に不安定な存在であった。こういった存在であったけれども，「福利制度担当者」の出現は，

従来ラインの責任者~多くの場合，「職長（foremen）」－が行なっていた職務のいくつかのものに

ついて，たとえ「助言」にすぎなかったとは言え，専門的な知識をもったスタッフからの援助を受け

ることの有利さを経営者や現場の管理者が認識し始めたことを示していろ。

しかし，こういった助言的なスタッフでは，1900年以降の企業規模の拡大に伴なう労務問題の発生

とその多様化には十分対処しえなかった。それには，いくつかの原因が考えられるが，そのもっとも

大きなものは，「福利制度担当者」がもっていた一定の資格が，当時の労務問題－その中でもっとも

多くの関心を集めたのは，労働移動（laborturnover）の問題であった－の解決に，あまり役立たな

かったことである。Ｃ､R・ヘンダーソンの調査によると，実際に「福利制度担当者」として雇用されて

いた８名（すべて女性で，独身４名，既婚者４名）のこの職業につく以前の経歴は，４名が教師，看

護婦，教会の仕事に従事していたもの，ＹＷＣＡの訓練学校卒業者，労働省で婦人失業者の生活・労
価

働条件を調査してい尤もの各１名づつとなっていた。このような経歴は，福禾U制度の管理やソーシャ

ルワーカー的な活動には十分であったが，当時，深刻になりつつあった労務問題の解決には不十分で

あったと思われる。

そこで，1910年代頃より，多くの企業は，このような労務問題を解決する目的で，一般に「雇用

部」と呼ばれるスタッフ部門を設置し，それに対処し始めたのである。それでは，こういったスタッ

フ部門の設置により，「福利制度担当者」はどのような扱いを受けたのであろうか。最後に，この点

を，個別企業の事例でみておこう。

ジョセフ・バンクロフト。アンド・サンズ社の「福利制度担当者」であったＥ・ブリスコウ女史は，

９

＝

㈹Ｉ６ｉａ.，ｐ､５．

Ｉ６９Ｉ６ｆｄ.，ｐ､５．

nI6fd.，ｐｐ､5-6．

伽１６Ｍ，ｐ､６．

(7印Ｃ､Ｒ・Henderson，”・Cir.，ｐ､267．

(73)１６Ｍ,ｐｐ､273-5.また，すでにみたジヨセフ・バンクロフト．アンド．サンズ社のブリスコウ女史は教
師であり，ＲＨ・マーシー社の「福利制度担当者」は看護婦であり，コロラド燃料鉄会社のＫ､Ｗ､コル

ウィン氏は，医者であった。

－９９－



最初，社長であるパンクロフト氏自身のもとで，福利制度の設置とその管理にあたっていたが，会社

内に「執行諮問委員会（OperatingandAdvisoryCommittee）」ができてからは，そのもとに属す

ることとなり，彼女は，直接，社長に報告することよりも，この委員会に報告することを要求されて
⑪

いろ。また，ナショナル金銭登録会社（NationalCashRegisterCompany）の「福禾U制度担当者」
㈲

であったレナ・ハーベイ女史（LenaHarvey）も，最初，社長であるＪ､Ｈ・パターソン（JohnH、
OO

Patterson）のもと|こ属していたが，その後，会社内|こ「アメリカ産業内での最初の近代的人事部」
㈲

となった「労務部（LaborDepartment)」ができてからは，福禾Ⅱ制度に関する諸問題もそこで取り上

げられるようになり，彼女の活躍する範囲もせばめられていった。その「労務部」が果たしていた機

能は，「苦情を処理し，賃金の不公平を是正する権限をもっていた。それは，職長とともに解雇する

権限を分担し，そしてそれ以後労務部の承認なしに永久に解雇されろという従業員はなくなった。そ
⑱

れ'よ，衛生設備や工場安全を促進」しﾌﾟこりすることであった。

わずか２つの事例であるが，この間の事'盾をよく示していろ。つまり，「雇用部」に代表される当

時のスタッフ部門－もちろん，「雇用部」以外の名称で呼ばれたものも多くあった－の成立とともに，

「福利制度担当者」は，そこに属するようになり，「福利制度担当者」の独自の職務であった福利制

度の管理も，そういったスタッフ部門の職務となったのである。

この点で，1916年の夏に実施されたＲＷ・ケリー（Kelly）の調査は興味深い。この調査は，４６社に

対してなされ，有効回答が30社，この30社-27社はケリー自身が訪問し，残り３社は回答を郵送一

は，総数で55,850人を雇い，マサチューセッツ州（27社），オハイオ州，ペンシルベニア州，コネチ

カット州（各１社）に分布しており，そのうち「雇用部」をもっている企業が18社，それ以外はもつ
⑱

ていなかつﾌﾟご゜

この18社が，「雇用雇理者（EmploymentManager)」の職務（duties）としてあげたものには，

以下のようなものがあった。

１．従業員の選考（selectionofemployees)。これには，広告・面接・テスト・検査・記録・身元

保証人の確認が含まれろ。

２．従業員の追跡調査（followupofemployees)。

３．昇進もしくは昇給の手配,他部門もしくは異なった種類の仕事への配置転換,規律(discipline)。

４．従業員の訓練。

５．小数民族もしくは婦人の職業に関する州法・連邦法の施行に関連する，すべての問題への注

意。

６．労働移動の分析。

７．従業員にﾌﾞこいする福利制度。

これには，従業員の住宅の手配，健康と衛生への注意，レクリエーションや図書館や食堂の提

供，全体的な)盾報局（informationbureau）としての活動，労務費（laborcosts）に関する様

側Ｄ・ＮｅｌｓｏｎａｎｄＳ・Campbell，”・Cir.，ｐ､１５．

個彼女は，「キリスト教慈善事業婦人会員（deaconess)」つまり宗教上のソーシャル・ワーカーとして活躍

していた。

㈹Ｄ・Nelson，“TheNewFactorySystemandtheUnionｓ：TheNationalCashRegisterCompany

Disputeofl901,”La6o7History，No.15,（Winter，1974)，ｐ､176．

ｎＩ６Ｍ，ｐ､177．

㈹ＲｏｙＷ､Kelly，Hiri7zgオノicWorAcr，EngineeringMagazineCo.，1918．

御１６/d､,ｐｐ､25-7.なお，雇用部のなかった企業12社の総従業員数は，8,225人で平均685人(最大1,600人か
ら最少175人)であったのに対し，雇用部のあった企業18社の総従業員数は，47,625人で平均2,646人(最

大12,000人から最少400人）であった。従業員数で約４倍のひらきがあった。

－１００－



々な資料の編集，賃金研究（wagestudies）といった特別な調査の実施が含まれろ。
GUI

８．欠勤や遅亥Ｉの減少。

７番目に，福利制度の管理があげられていろ。この調査は，特定の州に限られていたとはいえ，１９１６

年という早い時期での調査－ここで早い時期といったのは，「雇用部」成立時期からみて早いという

意味である－であることから，「雇用管理者」が登場してまもない時期の状況をよく示していると思

われろ。

この調査に示されていることからもわかるように，成立当初から「雇用部」に代表されるスタッフ

部門には，「福利制度担当者」が果たしていた職務のほとんどのものが含まれていた。もちろん，そ

こには福利制度の管理も含まれ，「福利制度担当者」にかわって「雇用管理者」がその職務にあたる

こととなったのである。

、

●

5．むすびにかえて

1890～1910年頃にかけて，アメリカのいくつかの企業でみられた「福利制度担当者」は，企業内で

はおもに福利制度の管理やソーシャル・ワーカー的な職務に従事していたが，そのほかに，従業員の

雇用・選考・記録・報酬・教育・昇進・昇給・解雇・苦情処理・カウンセリングといった職務も担当

していた。その意味で，彼らは，その後登場した「雇用部」に代表される企業のスタッフ部門に属す

る，一般に「雇用管理者」と呼ばれるスタッフの先駆者であった。

しかし，彼らは，「先駆者」であったにすぎず，アメリカにおける労務管理の成立という側面から

は，彼らの出現をもって労務管理が成立したとは言いがたい。それは，次のような理由による。彼ら

は，単に，「助言」や「勧告」や「供述」を与えていただけで，特定の独立した管理部門に属してい

たわけではなく，もちろん部下も持たず，企業の管理組織のなかで確固たる地位を占めているもので

もなかった。彼らは，経営者や各部門の長の求めに応じて「助言」等を与えていたのであって，権限

はなくしたがって責任もなかった。その点では，アメリカにおける労務管理の成立は，「はしがき」

のところでも述べたように，「雇用部」と「雇用管理者」の登場をまたねばならなかった。

だが，アメリカにおける福利制度の展開という側面からいえば，「福利制度担当者」の登場は，そ

の発展において一時期を画すものであった。つまり，福利制度の管理にたいし彼らのような「専門家」

を必要とするようになったことは，すでに当時の福利制度が大規模かつ複雑なものとなっていたこと

を示すと同時に，当時の福利制度が特定の企業家の独自な判断によって実施されていたものから，企

業の独立した管理部門において管理される段階へと移行する過渡期にあったことを示しており，これ

はとりもなおさず，企業内で福利制度が一定の評価を勝ち取って，それまでの温'盾主義的・慈善的方

策といった評価にかわって，企業内に発生した労務問題に有効に対処しうる方策であるとの評価を受

け始めたことを示していた。そしてこの点は，軒余曲折を経ながらも，その後1920年代のいわゆる

WelfareCapitalismの全盛のなかで，一定の評価を受けることで完成する。

もちろんその間には，「雇用部」に代表されるスタッフ部門の成立のなかで福利制度がどのような

変容をとげたか，第一次大戦下での福利制度の評価はどのようなものであり，それが大戦後の労働組

合運動活発化の時期から1920年代の「相対的安定期」にかけてどのように変化したか，最後に，１９２０

年代になぜ福利制度が全盛期をむかえたのか，といったような問題がある。

口

】

㈹１６/‘.，ｐｐ､33-6.
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